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• 相田（1977）では，日本海溝沿いで発生した既往津波の計算波形を用いた女川沖（200m等深線上）における周期を示しており，最も周期が短い津波
は，1896年明治三陸地震津波でその周期を8.7分としている。

• また，女川原子力発電所に襲来した2011年東北地方太平洋沖地震（以下，「3.11地震」という。）に伴う津波の周期は，発電所港湾内での津波観測
記録から最高水位を記録した第１波の周期は44分，それ以降の主要な３波の周期は48分～52分である（東北電力（2011））。

• 上記を踏まえ，周期8分以上の津波に対して，土木学会（2002）の目安※を満足するようB領域以下の各領域の接続境界を設定した。

※：津波の空間波形の１波長の1/20以下となるように空間格子間隔Δsを設定する。

 

潮位計記録のピーク値
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2011年東北地方太平洋沖地震に伴う津波の周期

（東北電力（2011））

計算波形による最大波の周期

（相田（1977）） B領域 C領域 D領域 E領域 F領域 G領域 H領域

空間格子
間隔Δs

2.5 km
833 m

(2500/3)
278 m

(2500/9)
93 m

(2500/27)
31 m

(2500/81)
10m

(2500/243)
5m

(2500/486)

最小水深
hmin

※ 1107m 123m 14m 1.5m 0.17m 0.02m 0.005m

小領域への
接続水深hc

1500m
（B→C）

700m
（C→D）

60m
（D→E）

50m
（E→F）

30m
（F→G）

25m
（G→H）

―

※：最小水深hminの算定方法

ここで，

α：津波１波長に対する計算格子の個数（ = 20）

Δs：空間格子間隔

T：周期（s）（= 480s）

ｇ：重力加速度（m/s2)（= 9.8 m/s2 ）

空間格子間隔Δsと土木学会（2002）の目安（１波長の1/20以下）を満足するための最小水深hminの比較

発電所に襲来する津波の伝播経路において，各小領域への接続水深hcは

最小水深hmin を上回っており，土木学会（2002）の目安を満足している。

hmin ＝ ｇ
1 αΔs

T

２

１．津波解析条件

１．１ 空間格子間隔Δsの設定
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• 土木学会（2002）で示されるCFL条件を満足するように時間格子間隔Δｔを設定した。

■CFL条件

B領域 C領域 D領域 E領域 F領域 G領域 H領域

空間格子間隔
Δs

2.5 km
833 m

(2500/3)
278 m

(2500/9)
93 m

(2500/27)
31 m

(2500/81)
10m

(2500/243)
5m

(2500/486)

各領域の最大
水深hmax

8800m 3200m 1200m 95m 65m 45m 38m

最大水深hmax

から算定される
時間格子間隔

Δtmax

6.0s 3.3s 1.8s 2.1s 0.86s 0.35s 0.19s

時間格子間隔
Δt

0.1s 0.1s 0.1s 0.1s 0.1s 0.1s 0.1s

各領域の最大水深hmax から算定される時間格子間隔Δtmaxと設定した時間格子間隔Δtの比較

ここで，

Δｘ：空間格子間隔

Δt：時間格子間隔

hmax：各領域の最大水深

ｇ：重力加速度（m/s2)（=9.8 m/s2 ）

全ての領域において設定した時間格子間隔Δｔは，最大水深hmaxから算定される

時間格子間隔Δtmaxよりも小さく，土木学会（2002）で示されるCFL条件を満足している。

１．津波解析条件

１．２ 時間格子間隔Δｔの設定
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• 検討波源のうち，波源域が最も大きい「十勝沖・根室沖から三陸沖北部の連動型地震」（以下，「連動型地震」という。）に起因する津波のうち，敷地
前面における水位上昇側の最大ケース（基準津波）を対象に，計算時間：１２時間の数値シミュレーションを実施した。

• 取水口前面における水位時刻歴波形から，地震発生後４時間以降の波形に特異な水位増幅等は認められない。

• 以上より，計算時間を４時間に設定した。

１．津波解析条件

１．３ 計算時間の設定

評価項目 評価位置 決定ケース

水位上昇側 敷地前面 特性化モデル：海溝側強調モデル，大すべり域の位置：南へ約50km，破壊開始点：P6

すべり分布

（破壊開始点位置）

■連動型地震 ■取水口前面における水位時刻歴波形

【計算時間：１２時間】

【計算時間：４時間】
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２．3.11地震時における宮城県沖の大すべり域の

破壊特性を考慮した特性化モデル

２．１ 設定概要 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ｐ７

２．２ 設定フロー ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ｐ８
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２．3.11地震時における宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデル

２．１ 設定概要

3.11地震時における宮城県沖の大すべり
域の破壊特性を考慮した特性化モデル

項目 内容

大すべり域の
破壊特性

面積※ 長周期観測地震動に基づいて推定された震源断層モデルのすべり分布
（Wu et al.(2012)）と整合的。

地殻変動量
（すべり量）

3.11地震時における宮城県沖の地殻変動量（海底地形データ，3.11地震に
伴う津波の再現モデル）と整合的。

津波伝播 沖合いの観測波形
宮城県沖におけるGPS波浪計，沿岸の検潮所で取得した観測波形に見ら
れる津波特性（津波水位，周期，到達時間）と整合的。

津波遡上
女川原子力発電所
の津波水位

女川原子力発電所敷地における津波水位（痕跡調査結果）と整合的。

※：内閣府（2012）で示されている面積比率を参考に設定。

長周期地震動に基づくすべり分布

（Wu et al.(2012)に一部加筆）
海底地形データによる3.11地震時変位の

概略断面図（Fujiwara et al.(2011)）

：津波の痕跡が認められる位置

：主要施設が設置されている敷地

N

GPS波浪計・検潮所位置 女川原子力発電所敷地における痕跡

調査結果（東北電力（2011）を一部加筆）

• 3.11地震時における宮城県の大すべり域の破壊特性が表れる大すべり域の面積，地殻変動量（すべり量），並びに沖合いの観測波形（津波伝播），
女川原子力発電所の津波水位（津波遡上）を再現する特性化モデルを設定した。
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１．巨視的波源特性の設定

想定波源域の設定

プレート境界面形状の設定

断層面積（S）の算定

 スケーリング則の適用

（円形破壊面を仮定した関係式）

・地震モーメント（Mo）の算定

・平均すべり量（D）の算定

２．微視的波源特性の設定

（1）大すべり域・超大すべり域の設定

 断層面積（S2,S4）の算定

 すべり量（D2,D4）の算定

 地震ﾓｰﾒﾝﾄ（Mo2,Mo4）の算定

（2）-1 基本すべり域の設定

断層モデルへの微視的波源特性の反映

■大すべり域

■超大すべり域

各パラメータ一覧

プレート境界面

（すべり分布のブロック割図）

• 約10km四方の小断層（総
数：1107）でプレート境界面
を近似。

• すべり分布の設定にあたっ
ては，小断層を約40ｋｍ四
方にブロック化（総数：70）し，
各ブロックのすべり量を
同一に与える。

（2）地震ﾓｰﾒﾝﾄの調整（すべり量の調整）

■基本すべり域

（2）-2 各領域の地震ﾓｰﾒﾝﾄ（合計）の算定

 Mo’= Mo2+Mo4+Mob’= 5.63 ×1022（Nm）

（2）-3 地震ﾓｰﾒﾝﾄの調整（すべり量の調整）

 Mo/Mo’＝4.33×1022（Nm）/5.63×1022（Nm）

＝0.77

 上記倍率を用いて，基準断層モデルに反映する
各領域のすべり量を一律に調整する。

調整前 調整後

基本すべり域 8.07（m） 6.21（m）

大すべり域 16.14（m） 12.42（m）

超大すべり域 32.28（m） 24.83（m）

３．基準断層モデルの設定

 設定したプレート境界面（すべり分布のブロック
割図）に微視的波源特性を反映。

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ（Mw）の算定

すべり量 6.21（m）

断層面積　　　
（面積比率）

85,165(km2)
（79.3%）

すべり量 12.42（m）

断層面積　　　

（面積比率）※
22,192(km2)
（20.7%）

すべり量 24.83（m）

断層面積　　　
（面積比率）

8,078(km2)
（7.5%）

8.43（m）

基本すべ
り域

大すべり
域

超大すべ
り域

平均すべり量D

すべり量分布 地殻変動量分布

基本すべり域

超大すべり域

大すべり域

※：大すべり域と超大すべり域をあわせた領域の面積比率
は20％。

※：大すべり域と超大すべり域をあわせた領域の面積比率

平均応力降下量
（⊿σ）の設定

：与条件

9.04

海溝軸～深さ60km

107,357（km2）

3.13（MPa）

5.0×1010（N/m2）

4.52×1022（Nm）

太平洋プレートの運動
方向に基づいて設定

60（ｓ）

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ（Mw）

地震発生深さ

断層面積（S）

平均応力降下量（⊿σ）

（=7/16・Mo・（S/π）-3/2）

剛性率（μ）

地震ﾓｰﾒﾝﾄMo

すべり角λ

ライズタイムτ

パラメータ 設定方法 設定値

断層面積（Sｂ
’
） 断層面積の80％ 85,885（km

2
）

すべり量（Db
’
） 平均すべり量（D） 8.07（m）

剛性率（μ） 土木学会（2002） 5.0×10
10

（N/m
2
）

地震ﾓｰﾒﾝﾄ（Mob’） μ・Sb'・Db' 3.47×10
22

（Nm）

パラメータ 設定方法 設定値

断層面積（S） 三陸沖中部～茨城県沖 107,357（km
2
）

地震発生深さ
地震調査研究推進本部

（2012）
海溝軸～深さ60km

平均応力降下量（⊿σ）
内閣府（2012a），

Murotani et al.(2013)
3（MPa）

剛性率（μ） 土木学会（2002） 5.0×10
10

（N/m
2
）

地震ﾓｰﾒﾝﾄ（Mo） 16/(7π
3/2

）・⊿σ・S
3/2

4.33×10
22

（Nm）

平均すべり量（D） 16/(7π
3/2

）・⊿σ・S
1/2

/μ 8.07（m）

パラメータ 設定方法 設定値

断層面積（S2） 断層面積（S）の15％
※

16,104（km
2
）

すべり量（D2）
平均すべり量（D）の２倍

内閣府（2012a）
16.14（m）

剛性率（μ） 土木学会（2002） 5.0×10
10

（N/m
2
）

地震ﾓｰﾒﾝﾄ（Mo2） μ・S2・D2 1.30×10
22

（Nm）

パラメータ 設定方法 設定値

断層面積（S４） 断層面積（S）の5％ 5,368（km
2
）

すべり量（D４）
平均すべり量（D）の４倍

内閣府（2012a）
32.28（m）

剛性率（μ） 土木学会（2002） 5.0×10
10

（N/m
2
）

地震ﾓｰﾒﾝﾄ（Mo４） μ・S４・D４ 8.66×10
21

（Nm）

２．3.11地震時における宮城県沖の大すべり域の破壊特性を考慮した特性化モデル

２．２ 設定フロー
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３．連動型地震に起因する津波の特性化モデル設定に用いた知見

３．１ プレート境界面形状 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ｐ１０

３．２ 平均応力降下量 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ｐ１１

３．３ 剛性率 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ｐ１３

３．４ 大すべり域・超大すべり域 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ｐ１５
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３．連動型地震に起因する津波の特性化モデル設定に用いた知見

３．１ プレート境界面形状

• 地震調査研究推進本部（2004，2012）が示している微小地震の震源分布に基づくプレート境界面の推定等深線をプレート境界面の形状として，
地震発生域の深さの下限（60km）から海溝軸までを波源域として考慮した。

微小地震の震源分布に基づくプレート境界面の推定等深線図

（地震調査研究推進本部（2012））

微小地震の震源分布に基づくプレート境界面の推定等深線図

（地震調査研究推進本部（2004））
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３．連動型地震に起因する津波の特性化モデル設定に用いた知見

３．２ 平均応力降下量①

• 内閣府（2012）では，海溝型の津波断層モデルの断層全体の平均すべり量は，津波断層モデルの断層面の全域に対する相似則（スケーリング則）
による平均すべり量と概ね一致することを基本として，2011年東北地方太平洋沖地震，2010年チリ地震，2004年スマトラ地震といった世界の巨大地
震と，日本周辺で発生したMw８以上の地震を対象に，平均応力降下量を整理している。

• 巨大地震の津波断層モデルの平均応力降下量（６事例）は，平均値で1.2MPa，平均値に標準偏差を加えた値は2.2MPa（平均値から標準偏差を引い
た値は0.7MPa）である。しかし，Mw８よりも小さな地震を含めると，海溝型地震の平均応力降下量の平均値は3.0MPaであるとしている。

津波観測データを用いた解析による平均応力降下量の整理（内閣府（2012））
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３．連動型地震に起因する津波の特性化モデル設定に用いた知見

３．２ 平均応力降下量②

• Murotani et al.（2013）は，プレート境界地震のスケーリング関係について，日本付近で発生したM７～８クラスのプレート境界地震に，７つの巨大地震
（2011年東北地方太平洋沖地震，2010年チリ地震，2004年スマトラ地震，1964年アラスカ地震，1960年チリ地震，1957年アリューシャン地震，1952年
カムチャッカ地震）を追加し，M７～９クラスまでに適用可能なスケーリング則を提案した。

• 円形破壊面を仮定したスケーリング則（M0＝16/(7・π3/2）・⊿σ・S3/2）から， 破壊領域（S）とM0の関係式の平均応力降下量を算定すると約1.6MPaで
あり，標準偏差SD（±σ）を考慮すると，平均応力降下量は最大で3.0MPa（破壊領域（S）とM0の関係式）となる。

以上の知見を踏まえ，平均応力降下量を3.0MPaに設定した。

S=1.34×10－10Mo2/3

（SD（±σ）=1.54）

破壊領域（S）とMoの関係

平均応力降下量⊿σ=1.57MPa

S＋σ時の平均応力降下量⊿σ=0.82MPa

S－σ時の平均応力降下量⊿σ=3.00MPa
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３．連動型地震に起因する津波の特性化モデル設定に用いた知見

３．３ 剛性率①

• 土木学会（2002）では，地震波速度や密度に関する既往研究に基づき，以下のように剛性率の標準値を設定している。

Vp/Vs比に関する既往研究例（伊藤・大東（1996））

震源付近の媒質の剛性率の標準値（土木学会（2002））

P波速度構造に関する既往研究例（土木学会（2002）に一部加筆）

(a)東北日本周辺（吉井（1978）） (b)東北日本周辺（周藤・牛来（1997）※）

(c)日向灘沖（宮町・後藤（1999）） (d)秋田沖日本海東縁部（西坂ら（1999））

(e)西南日本周辺（周藤・牛来（1997））

※：東北日本周辺について，周藤・牛来（1997）は，Yoshii(1979)による

P波速度構造を参照している。
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■Yoshii（1979） ■岩手県沖のP波速度構造（武藤・大園（2012））※

• 土木学会（2002）が引用しているYoshii(1979)のP波速度構造と，同じ岩手県沖における地震波探査で得られたP波速度構造（武藤・大園（2012））を
比較した結果，上部地殻と下部地殻，下部地殻と上部マントルの各境界深さは整合的であることを確認した。

断面位置（中央部）（Yoshii(1979)）

P波速度構造（Yoshii(1979)）

断面位置（武藤・大園（2012））※

P波速度構造（武藤・大園（2012）)※

※：陸域の速度構造はIwasaki et al.(2001)，背弧側は西坂（2001），三陸沖は

Takahashi et al.(2004)によって公表された速度構造を統合したもの。

３．連動型地震に起因する津波の特性化モデル設定に用いた知見

３．３ 剛性率②

以上の知見から，連動型地震の断層面は深さ20km以浅と以深を跨ぐことを考慮し，浅部と深部の中間的値である5.0×1010（N/㎡）を採用した。
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３．連動型地震に起因する津波の特性化モデル設定に用いた知見

３．４ 大すべり域・超大すべり域

• 内閣府（2012）では，2011年東北地方太平洋沖地震，2010年チリ地震，2004年スマトラ地震といった世界の巨大地震の解析事例の調査に基づき，
津波断層モデルにおける大すべり域の面積等に関する特徴を整理し，南海トラフの巨大地震の津波断層モデルに，各領域を以下のとおり設定し
ている。

 大すべり域：津波断層の平均すべり量の２倍，全体面積の20％程度

 超大すべり域：津波断層の平均すべり量の４倍，全体面積の５％程度

津波断層モデルにおける大きなすべり領域の割合（内閣府（2012））

【2011年東北地方太平洋沖地震】 【国外で発生したM９以上の既往地震】

【南海トラフで発生した既往地震】

内閣府｢南海トラフ巨大地震モデル検討会｣の設定と同様に大すべり域，超大すべり域を考慮した。
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４．地震に起因する津波の発電所敷地内における遡上特性
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４．地震に起因する津波の発電所敷地内における遡上特性

• 各地震に起因する津波の最大水位上昇量分布から，各津波は，発電所敷地内の北側を大きく遡上し，同範囲で最高水位となる。

■連動型地震 ■津波地震

■プレート間地震 ■海洋プレート内地震

・特性化モデル（海溝側強調モデル） ・大すべり域の位置：南へ約50km

・破壊開始点：P6 ・防波堤効果：有り

・波源位置：基準 ・走向：基準+10°

・傾斜角：基準+5°・すべり角：基準+10°・防波堤効果：有り

・波源位置：北へ21.5km，東へ33km ・走向：基準

・傾斜角：基準-5°・すべり角：基準 ・防波堤効果：有り

・波源位置：基準 ・走向：基準+10°

・傾斜角：基準+5°・断層上縁深さ：2km ・防波堤効果：有り
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５．発電所敷地周辺陸域における地すべり地形

５．１ 尻屋崎 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ｐ１９

５．２ 陸奥横浜 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ｐ２０

５．３ 平沼 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ｐ２１
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５．発電所敷地周辺陸域における地すべり地形

５．１ 尻屋崎

防災科学技術研究所（2009）

（一部加筆）

（防災科学技術研究所（2009）に一部加筆）

：汀線
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５．発電所敷地周辺陸域における地すべり地形

５．２ 陸奥横浜

防災科学技術研究所（2009）

（一部加筆）

（防災科学技術研究所（2009）に一部加筆）

：汀線
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５．発電所敷地周辺陸域における地すべり地形

５．３ 平沼

防災科学技術研究所（2009）

（一部加筆）

（防災科学技術研究所（2009）に一部加筆）

：汀線
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６．東北電力東通原子力発電所敷地内における津波堆積物調査結果

６．１ A測線 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ｐ２３

６．２ B測線 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ｐ２４

６．３ C測線 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ｐ２５

６．４ D測線 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ｐ２６
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海岸線からの距離(m)

分布最高標高6.03m
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６．東北電力東通原子力発電所敷地内における津波堆積物調査結果

６．１ A測線

（H:V=1:30）

津波を成因とする可能性がある
イベント堆積物

堆積速度から推定した年代△
△

火山灰層

放射性炭素年代測定結果（暦年代：２σ）

凡 例

To-Cu （十和田中掫）6KA 6000年前
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６．東北電力東通原子力発電所敷地内における津波堆積物調査結果

６．２ B測線

津波を成因とする可能性がある
イベント堆積物

火山灰層

凡 例

B-Tm　（白頭山苫小牧）AD900-1000年

To-Cu （十和田中掫）6KA 6000年前To-Cu （十和田中掫）6KA 6000年前

B-Tm　（白頭山苫小牧）AD900-1000年

シルト

有機混

礫混じ

柱状図凡例
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イベント堆積物(砂層)

砂

粘土質
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シルト
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混じり

り
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（H:V=1:30）

海 山

測線位置図
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６．東北電力東通原子力発電所敷地内における津波堆積物調査結果

６．３ C測線

（H:V=1:30）
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６．東北電力東通原子力発電所敷地内における津波堆積物調査結果

６．４ D測線
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７．下北半島太平洋岸におけるイベント堆積物に関する知見

７．１ 東通村猿ヶ森等におけるイベント堆積物に関する知見 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ｐ２８

７．２ 東通村猿ヶ森の埋没ヒバ林の成因と猿ヶ森砂丘に関する知見 ・・・・・・・・・・・・・・・ ｐ２９

７．３ 東通村尻屋崎から三沢市六川目における津波堆積物調査結果の比較 ・・・・・・・・ ｐ３０

７．４ まとめ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ｐ３１



28７．下北半島太平洋岸におけるイベント堆積物に関する知見

７．１ 東通村猿ヶ森等におけるイベント堆積物に関する知見

• Minoura et al.(2013)は，東通村猿ヶ森の内陸1.4km，標高20mに位置する形成時期14-17世紀の砂丘の下に，珪藻化石分析や，砂層の堆積構造等から津波
堆積物と考えられる２枚の砂層を確認したとしている。

• 鎌田ほか（2015）は，六ヶ所村尾駮沼の掘削コアに，約400年前の厚い海浜砂の堆積物を確認し，Minoura et al.（2013）が指摘する津波堆積物と層序関係が
類似しているが，異なる時期の津波起源である可能性も考えられることから，今後，津波と猿ヶ森砂丘形成の関連性を検討していく予定としている。

（Minoura et al.(2013)）

東通村猿ヶ森におけるイベント堆積物

（Minoura et al.(2013)）



29７．下北半島太平洋岸におけるイベント堆積物に関する知見

７．２ 東通村猿ヶ森の埋没ヒバ林の成因と猿ヶ森砂丘に関する知見

• 東通村猿ヶ森の埋没ヒバ林の成因について，千釜ほか（1998）は，埋没ヒバ林の死滅年代は，砂丘の発達した時期に対応することから，その形成過程は
砂丘の移動によって説明できる※としている。

※：津波による海岸林の枯死事例に関する検討や，三陸沖北部の津波波源を対象とした数値シミュレーションによる検討から，津波が埋没ヒバ林を形成したとは考えにくいとしている。

埋没ヒバ林の分布（千釜ほか（1998）に一部加筆）

砂丘の形成時期

砂丘A 約6000～4000年前

砂丘B 約2000～1500年前

砂丘C 約1000年前

砂丘C’ 約500年前

砂丘D 約150～80年前

東通村猿ヶ森砂丘の地質断面図（千釜ほか（1998））

猿ヶ森

赤川沼南方

左京沼東方
左京沼湖岸

埋没ヒバ林の死滅年代

左京沼東方及び
湖岸

約2000年前

猿ヶ森 約1000年前

赤川沼南方及び
左京沼湖岸

約500年前

赤川沼南方及び
左京沼湖岸

現代



30

①

②

③

④
⑤

⑥

⑧
⑦

⑨

⑩

⑪

この地図は，国土地理院長の承認を
得て，数値地図200000（地図画像）を
複製したものである。
（承認番号 平26情複，第5号）

調査場所 年代 標高
海岸線から

の距離
備考

（実施箇所）

① 東通村 尻屋崎 ―※1 ―※1 ―※1 共同調査

② 東通村 猿ヶ森 14－17世紀以前 20m 1.4km Minoura et al.（2013）

③ 東通村 小田野沢 ―※1 ―※1 ―※1 共同調査

③ 東通村 小田野沢 西暦1500年以降 3.5～5.5m 約1km
・谷川ほか（2013）

・産業技術総合研究所：
津波堆積物ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

④
東通村
東京電力東通発電所

―※1 ―※1 ―※1 共同調査

⑤
東通村
東北電力東通発電所

A.D.1420-1630 7.7m 約180m 共同調査
（一部は当社単独）

⑥ 六ヶ所村 尾駮老部川 ―※1 ―※1 ―※1 共同調査

⑥ 六ヶ所村 尾駮老部川 記載なし 記載なし 記載なし
・谷川ほか（2013）

・産業技術総合研究所：
津波堆積物ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

⑦ 六ヶ所村 尾駮沼 約400年前 記載なし 記載なし 鎌田ほか（2015）

⑧ 六ヶ所村 尾駮発茶沢 ―※1 ―※1 ―※1 共同調査

⑨ 六ヶ所村 平沼 ―※1 ―※1 ―※1 共同調査

⑩ 三沢市 織笠 Modern※2 記載なし 記載なし 谷川ほか（2014）

⑪ 三沢市 六川目 ―※1 ―※1 ―※1 共同調査

※１：認められない
※２：耕作などの人為的な擾乱により，成因は特定できない。

• Minoura et al.（2013）が指摘する津波堆積物の広域的な分布，標高，沿岸からの遡上距離を確認
するため，当社と東京電力㈱との共同調査（一部を除く），並びに産業技術総合研究所の調査結果
等と比較した。

• 比較の結果，Minoura et al.(2013)に対応するイベント堆積物は，東通村以南では，鎌田ほか（2015）
が指摘する六ヶ所村尾駮沼以外では確認されない。また，同じ東通村で確認された堆積物よりも，
標高が高く，海岸線からの距離も長い。

７．下北半島太平洋岸におけるイベント堆積物に関する知見

７．３ 東通村尻屋崎から三沢市六川目における津波堆積物調査結果の比較

A.D.900-1000（白頭山苫小牧火山灰層（町田・新井（2003））から14世紀－17世紀に堆積したイベント堆積物
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７．下北半島太平洋岸におけるイベント堆積物に関する知見

７．４ まとめ

• Minoura et al.（2013）が指摘する猿ヶ森砂丘（形成時期：14-17世紀）の下に存在する津波堆積物の中には，埋没ヒバが存在するが，千釜ほか（1998）は，
埋没ヒバの成因を砂丘の移動によって説明できるとしている。

• また， Minoura et al.（2013）が指摘する津波堆積物の広域的な分布，標高，沿岸からの遡上距離を確認するため，東通村尻屋崎から三沢市六川目に
おける津波堆積物調査結果と比較した結果，東通村以南では，鎌田ほか（2015）が指摘する六ヶ所村尾駮沼以外では確認されないとともに，同じ東通村
で確認された堆積物よりも，標高が高く，海岸線からの距離も長い。

• 鎌田ほか（2015）では，「今後，津波と猿ヶ森砂丘形成の関連性を検討していく予定。」としていることも踏まえ，引き続き，東通村猿ヶ森のイベント堆積物に
関する知見収集を行っていく。
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